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０７年最低賃金の改正をめぐる情勢について

最低賃金法改正案は継続審議に
39年ぶりの大幅改正といわれた「改正最賃法」は、今年の中賃目安ならびに地賃での改定審議前には成立しないことが、確実となった。これをうけ、使用者委員や厚労省内では、「今年の最賃改正は従来どおりのやり方で行なえばいい」といった声が出始めている。

　

大幅引き上げのチャンス
最賃大幅引き上げは、法改正の延期で水を差されたカタチとなったが、それでも、わたしたちの最賃闘争は、数十年に一度の抜本改正を実現させる好機をつかんでいる。貧困と格差、少子化、減らない自殺などの社会問題への対策は、誰もが「待ったなし」と感じている。生活に困窮する当事者たち、労働組合、支援の市民団体の最賃大幅引き上げを求める声や運動も強まり、それぞれが従来保ってきた運動の枠をこえた「反貧困」の連帯の動きも芽生えている。ワーキング・プアの解消と中小企業の底上げが経済問題としてセットで議論される「成長力底上げ戦略」も始動しており、「円卓会議」では、初めて財界代表のひとりが「支払い能力論」を最賃の決定基準のひとつとすることに異議をとなえ、最賃は生計費原則にしぼって決定するべきと提案をした。また、福岡県知事は、国に対して最賃3桁引き上げ（126円。根拠は県都の生活保護。公課負担の補正をしていない問題点あり）を要求するなど地域からの底上げ要求の動きも目立ち始めている。

生活保障水準にたる最賃の確立を！
こうした情勢のもとで、「成長力底上げ戦略推進円卓会議」は行なわれており、中央・地方の最低賃金審議会もいよいよ本格審議を開始する。規模30人未満の中小事業所の賃金変動率だけに頼ってきた従来の最賃審議とは異なり、はじめて労働者の生計費論をベースに、「最低賃金の水準はいかにあるべきか」が議論されることになる。これまでの上げ幅とは、次元の異なる3桁台の大幅引き上げによって、「働くものの生活保障足りうる水準」に到達する最低賃金を確立することを求め、旺盛な要求行動を展開したい。あわせて、地方・地域の活性化と、地域間格差の解消を重要課題にし、全国一律最低賃金制度に向けた道筋をつけることも、今年度の最賃闘争山場の重要課題である。

審議日程はいまだ不明　
中央・地方最賃審議会の日程は、いまだ確定されていない。厚労大臣の諮問が中賃審議会におり、今年度の最賃審議委員がそろう日として、7月11日が予定されているが、その直前9日に開かれる「円卓会議」で労使合意が整わなければ、もう一度「円卓会議」を開くこととなり、11日の中賃は延期となる。いずれにしても、円卓会議と中賃目安小委員会、地方最賃審議会・専門部会は、7月中旬から8月（一部地方では9月初頭にかかる可能性もあると報道されている）にかけてひらかれる。7月25日の第3次最賃・人勧デーを軸としつつ、8月の第4次デー、7月中旬の緊急行動（審議会日程がわかり次第提起）などに取り組み、10数年に一度の好機を活かしたい。
７月５日の労働法制改悪反対街頭宣伝行動の中止について
　連日のご奮闘ごくろうさまです。
　今通常国会での、労働３法案の衆議院での継続審議が確定的となりましたので、通常国会会期末の７月５日（木）１８時００分から、JR新宿駅西口で予定していた街頭宣伝行動は、中止します。７月２９日投票の参議院選挙で、財界の要求にそって労働法制の大改悪をたくらむ政党や国会議員に労働者・国民の審判を下すためにお互い奮闘しましょう。
6/26　福岡県｢最低賃金引き上げを｣国に要望
　

　福岡県は6月26日、県内の最低賃金の引き上げを厚生労働大臣や中央最低賃金審議会長らへ要望書を提出。麻生知事は4月の知事選で｢県民所得の向上｣を公約に掲げており、その政策化の一環。
10月に改正される県の最低賃金を現行より128円高い780円以上とするよう求めている。費用負担が増す中小企業への支援強化も盛り込み、経済産業大臣へも要望。
　福岡県によると、県内の最低賃金レベルは、生活保護の年額を｢時給｣換算した額を下回っている。福岡市の10代単身者への生活保護費は、年約144万円で、同水準にするには最低賃金を約126円上げる必要がある。（6/26朝日新聞より）

７・２５第３次最賃・人勧デー全国行動(案)
主催：全労連、国民春闘共闘、公務労組連絡会

Ⅰ　日　時　７月２５日（水）
Ⅱ　目的・要求
（１）「(民間)最賃・公務員賃金」一体の賃金闘争による労働者全体の賃金相場の引き上げを
（２）最賃大幅引き上げで1000円以上実現！生活保障賃金の確立、全国一律最賃制への接近を
（３）公務員賃金改善、労働条件の改善、能力・業績主義強化の新人事制度など「公務員制度改革」反対、労働基本権回復などＩＬＯ勧告に沿った公務員制度の確立を
（４）国民犠牲の「骨太の方針2007」反対、国民本位の行財政の確立・中小企業予算増強、市場化テストなど公務サービスの商品化反対、公務員総人件費削減反対！
（５）憲法９条改悪阻止、日本を「戦争をする国」に変えるあらゆる動きに反対し、平和と民主主義擁護、大増税・福祉切り捨てなど国民犠牲の悪政阻止、反･貧困、国政の民主的転換を

Ⅲ　行動内容（中央行動予定について）
１．早朝宣伝　

２．対厚労省アピール行動 
　　　時　間　　開始　10:00、終了11:15
　　　会　場　　厚生労働省前
２. 最賃大幅引き上げ・公務員賃金改善！７・２５総決起集会
　　　時　間　　集合　11:30、開会　12:10、閉会13:10
　　　会　場　　日比谷公園野外音楽堂
３.人事院・厚生労働省前要求行動
　　　時　間　　13:25～14:00
　　　場　所　　人事院・厚生労働省前

４.各省要求行動
　　(1)　総務省要求行動
　　(2)　財務省前要求行動
５.銀座デモ
　　　時　間　　　出発　15:00、解散16:00頃









